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東日本旅客鉄道株式会社 

 

東日本大震災などの教訓を踏まえた地震・津波への取り組みについて 
 

○ＪＲ東日本では、東日本大震災や過去の地震被害を教訓とし、近い将来発生が懸念されている首都直

下地震などの大規模な地震に備え、さまざまな取り組みを行ってきました。 

○東日本大震災の発災から 10 年が経過することから、この間の地震・津波に備えて実施してきた取り

組みをお知らせします。 

○地震や津波からお客さまを守るため、今後も引き続き、これらの地震・津波対策を着実に進め、さら

なる安全性向上に向けて取り組んでいきます。 

 

１．お客さまや列車を地震から守る大規模地震対策【別紙１，２，３】 

お客さまや列車を地震から守る大規模地震対策については、過去の地震被害を教訓に、以下の３点を

柱として各種の対策に取り組んでいます。 

・走行中の列車を早く止める  ≪列車緊急停止対策≫ 

・構造物が壊れないようにする ≪耐震補強対策≫ 

・脱線後の被害を最小限にする ≪列車の線路からの逸脱防止対策≫ 

① 走行中の列車を早く止める ≪列車緊急停止対策≫ 

線路の沿線、海岸、内陸部に地震計を配置し、地震をいち早く検知して、列車を停止させるシス

テムを構築しています。東日本大震災以降、地震検知体制のさらなる強化を進めています。 

・新幹線早期検知地震計を増設およびＰ波による緊急停止警報発報までの時間短縮 

・社外地震情報の活用 

［気象庁緊急地震速報、（国研）防災科学技術研究所の海底地震計情報］ 

② 構造物が壊れないようにする ≪耐震補強対策≫ 

阪神淡路大震災以降、高架橋柱や駅舎などの耐震補強を進めてきましたが、東日本大震災におい

て広範囲にさまざまな構造物が被害を受けたこと、また近い将来発生が懸念される首都直下地震に

備えて、従前からの対策の対象や範囲を拡大し耐震補強を行っています。 

③ 脱線後の被害を最小限にする ≪列車の線路からの逸脱防止対策≫ 

新幹線の脱線後の逸脱防止対策は、すべての新幹線車両へのＬ型車両ガイドおよび脱線対策用接

着絶縁継目の設置が完了しており、現在は、各種軌道構造に対応した補強方法を開発しレール転倒

防止装置の整備を進めています。 

 

２．東日本大震災の教訓を踏まえた津波からお客さまを守る対策【別紙４】 

 ＪＲ東日本では、東日本大震災以前より対応マニュアルの作成や降車誘導訓練などの津波対策を行

っていましたが、東日本大震災の津波被害を受け、津波避難の基本的な考え方「津波避難行動心得」

の制定や駅への避難経路図の掲出など、お客さまの避難誘導を安全かつ迅速に行うため、さらなる津

波対策を行っています。 

 



３．東日本大震災などの教訓を踏まえた災害対応力を向上させる取り組み【別紙５】 

 ＪＲ東日本では、東日本大震災やその他の震災で得られた教訓から、今後発生する可能性のある大

規模地震に備え、発災時の災害対応力向上のための以下の取り組みを行っています。 

(1) 通信途絶などが発生した場合に備えた非常用通信設備の整備 

(2) 停電に備えた非常用電源の整備 

(3) 帰宅困難者対策 

(4) 地震に関するルール、マニュアル類の整備 

(5) 救助救命講習の実施 

(6) 大規模地震に備えた検測装置や予備品の整備 

 



【別紙１】早期地震検知体制の強化

海底地震計情報の活用

地震計増設
首都圏、海岸・内陸部に
地震計を増設（計34台）

新幹線早期地震
検知システム

緊急地震速報
（気象庁）

早期検知
地震計
海岸

首都圏
内陸部

変電所

早期検知
地震計
（沿線）

システム
サーバ

（在来線）

列車無線

「地震発生
緊急停止！」

在来線早期地震
警報システム

システム
サーバ

（新幹線）

初期微動（Ｐ波）より地震
情報（地震の震源位置や
規模）を推定する方法を
改良し推定時間を最短２
秒から１秒へ短縮揺れ

主要動
（S波）

時間

Ｐ波
検知

緊急停止
警報

従来
２秒

改良後
１秒

緊急停止警報発報までの時間短縮

緊急地震速報の導入 新幹線早期地震検知システムに緊急地震速報を2012年度
に導入（在来線早期地震警報システムは2007年度導入済）

地震発生
・観測

海底
地震計

陸上局

陸上局

S4：三陸沖北部

S3：宮城・岩手沖

S2：茨城・福島沖

S6：海溝軸外側

S5：釧路・青森沖

S1：房総沖

従来の地震検知体制と比較し、条件により最大約20秒程度の検知時間短縮

海底地震計情報（S1〜S5）を

新幹線早期地震検知システムに導入

※防災科研提供の
図を一部加工

房総沖（S1）
茨城・福島沖（S2）～釧路・青森沖（S5）

東日本大震災前の体制

停電・
非常ﾌﾞﾚｰｷ ○：沿線地震計 85台

◇：海岸地震計 20台
△：首都圏・内陸部地震計 30台

合計135台

地震計総数（2021年2月末現在）

◆▲：増設した地震計

東日本大震災後の体制強化

2017年11月 1日より
2019年 1月25日より

初期微動
（P波）



【別紙２】東日本大震災以降進めている耐震補強対策の施工状況

片道25万人/⽇以上利⽤線区
片道5〜25万人/⽇未満利⽤線区
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【在来線（南関東エリア）】
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※新たな知⾒として得られた活断層を考慮

※⾸都直下地震の想定震度の上昇、影響範囲の拡大

新幹線 在来線

【新幹線】

活断層近接区間（最新の知⾒）

凡 例

【施工状況写真】
新幹線
在来線

鋼板巻き鋼板巻き

新幹線車両

L型車両ガイド

ﾚｰﾙ

車両
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合計

南関東エリア

仙台エリア その他エリア
平均通過人員

片道25万人以上
利用線区

【首都圏30km圏】

平均通過人員
片道10万人以上

利用線区
【首都圏40km圏】

平均通過人員
片道5万人以上

利用線区
【首都圏50km圏】

対象設備
震災前

対策数量
震災後10年
対策数量

小計
今後予定
対策数量

曲げ破壊　耐震性が比較的低いもの 約5,500本 約4,300本 約9,800本 約30本 約9,830本

約1,270本 約14,800本

高架橋柱

せん断破壊 約12,590本 約940本 約13,530本

橋脚

せん断破壊 約540基 約770基

曲げ破壊　耐震性が比較的高いもの 0本 約1,300本 約1,300本 約660本 約1,960本

曲げ破壊　耐震性が比較的高いもの 0基 約30基 約30基 0基

曲げ破壊　耐震性が比較的低いもの 0基 約1,000基 約1,000基 約50基 約1,050基

約1,310基 約80基 約1,390基

駅設備
乗降3千人以上

駅舎 約120駅 約80駅 約200駅

駅舎およびホームの天井 0駅 約490駅

約30基

駅舎およびホームの外壁 0駅 約50駅 約50駅 0駅 約50駅

約490駅 約30駅 約520駅

約20駅 約220駅

高さ4～6m 0km 約1km 約1km 約11km

約4km 約29km高さ6m以上 約2km 約23km 約25km

約3km 約23km切取 高さ6m以上 0km 約20km 約20km

約12km

盛土

【別紙３】主な設備の耐震補強施工エリア毎の進捗状況

【新幹線】

【在来線】

凡 例 東日本大震災前に耐震補強が完了 耐震補強計画を策定し、補強を進めている箇所東日本大震災以降に耐震補強が完了 今後、耐震補強計画を具体化する箇所

・対象は当社保有設備

※１．2020年度末施工完了予定数量 ※２．盛土・切取は南関東エリアの数量

※1

※2

※2

合計 南関東エリア 仙台エリア 活断層近接エリア その他エリア

高架橋柱

せん断破壊 約18,520本 約400本

対象設備
震災前

対策数量
震災後10年
対策数量

小計
今後予定
対策数量

約18,920本 0本 約18,920本

曲げ破壊　耐震性が比較的低いもの 約6,300本 約10,000本 約16,300本 約1,800本 約18,100本

曲げ破壊　耐震性が比較的高いもの 約400本 約600本 約1,000本 約8,200本 約9,200本

橋脚

せん断破壊 約2,300基 0基 約2,300基 0基 約2,300基

曲げ破壊　耐震性が比較的低いもの 約0基 約560基 約560基 約70基 約630基

約130基曲げ破壊　耐震性が比較的高いもの 約0基 約130基 約130基 0基

約9駅

駅設備
乗降3千人以上

駅舎 約8駅 約1駅 約9駅 0駅

駅舎およびホームの天井 0駅 約30駅 約30駅 約3駅 約33駅

駅舎およびホームの外壁 0駅 約3駅 約3駅 0駅 約3駅

約22駅ホーム上屋 0駅 約2駅 約2駅 約20駅

約2,430本

電柱基礎

モルタル基礎 0本 約2,200本 約2,200本 約230本

砂詰め基礎 0本 0本 0本 約3,010本 約3,010本

レール転倒
防止

スラブ軌道 約60km 約610km 約670km 約630km 約1,300km

約100kmバラスト軌道 0km 約60km 約60km 約40km

弾性まくらぎ直結軌道 0km 約1km 約1km 約59km 約60km



②津波避難に係るルール「津波避難行動心得」の制定①津波を想定した訓練

— 大地震が発生した場合は津波を想起し、自ら情報を取り、他と連絡が取れなけれ

ば自ら避難の判断をする。

（避難した結果、津波が来なかったということになっても構わない。）

二 避難を決めたら、お客さまの状況等を見極めたうえで、速やかな誘導を行う。

三 降車・避難・情報収集にあたっては、お客さま・地域の方々に協力を求める。

四 避難したあとも、「ここなら大丈夫だろう」と油断せず、より高所へ逃げる。

五 自らもお客さまと共に避難し、津波警報が解除されるまで現地・現車に戻らない。

③津波注意区間および避難用誘導看板の整備 ④津波避難用アプリの整備

津波注意区間を示す看板
（線路わきに設置）

避難経路を示す看板（駅に設置）

津波注意区間からの避難経路や避難
場所を示すアプリを開発し、社員用
のタブレット端末に導入しています。

津波到達まで時間的余裕が無いという状況を想定した
降車訓練、避難誘導訓練を毎年実施しています。

津波からお客さまを守る対策

東日本大震災の津波での教訓を踏まえ、お客さまに安全に避難していただくために、以下の対策を実施してい
ます。

【別紙４】



(1)通信途絶などが発生した場合の非常用通信設備の整備

衛星携帯電話・WiMAX端末

通信途絶、通話制限などが発生した場合の業務用の情報伝達手段確保のため、衛星携帯電話などの設備およびWiMAX回
線によるデータ通信が可能な端末を配備しています。

衛星固定電話 衛星通信設備搭載車

(2)停電に備えた場合の非常用電源の整備

本社・支社・主要駅に配備 本社・首都圏支社に配備 横浜支社・大宮支社に配備

地震による停電に備え、全ての職場にポータブル発電機を配備しています。
首都圏の主要な駅30駅においては非常用発電機の稼働時間を24時間に長時間化する対策を進めています。また、本社ビ

ル・支社ビルにおいては稼働時間を72時間もしくは48時間に長時間化する対策を進めています。

ポータブル発電機
全ての職場に配備

非常用電源長時間化
首都圏主要30駅および本社ビル・支社ビルで

対策を進めています

本社ビルの例

災害対応力を向上させる取り組み 【別紙５-１】



(3)帰宅困難者対策

大規模地震発生時の駅の取り組みについて当社ホームページでご案内しています。また東京30km圏内の約200駅に毛布
や飲料水、簡易トイレ、救急用品などの備蓄品の配備を行っています。

(4)地震に関するルール、マニュアル類の整備

JR東日本の防災計画の基本となる「防災業務計画」を東日本大震災の教訓および首都直下地震などへの備えを踏まえ
て改訂しました。この「防災業務計画」に基づいて、各職場で地震に関するマニュアルを整備するとともに、全社員が
大規模地震発生時の対応マニュアルを携帯しています。

大規模地震発生時の対応マニュアル防災業務計画

大規模地震に備えた駅の取り組み
JR東日本HPへの掲載

約200駅に配備している
災害用の備蓄品

大規模災害時に解放する
JR-EAST FREE Wi-Fi

簡易トイレ（一例）飲料水・食料の保管状況

災害対応力を向上させる取り組み 【別紙５-２】



(5)救助救命講習の実施

災害発生時にお客さまを救助・救命するため、負傷者の手当や
安全な場所への搬送などができるように、社員が必要な技能を身
に着ける救助救命講習を計画的に実施しています。

救助救命講習

災害対応力を向上させる取り組み 【別紙５-３】

(6)大規模地震に備えた検測装置や予備品の整備

大規模地震発生時に鉄道施設の早期復旧を図るため、軌道検測装置や災害予備品（復旧材料）を整備しています。

災害予備品（復旧材料）

地震などにより大きな
軌道変位が発生した場合
に備えて、通常の調整範
囲を超えた整備が可能な、
特殊なタイプレートを災
害予備品として備蓄して
います。

レールの調整範囲が大きい

通常±10mm ⇒ ±30mm

レール締結装置（タイプレート）

軌道検測装置（i-STAR）

過去に発生した2度の震災
の経験を踏まえ、2012年度末
に製作した軌道検測装置です。
トラックなどでの陸送が可

能で、モータカーなどによる
牽引により人力に比べて長距
離を短時間で、かつ新幹線の
高速走行に必要な微細
な軌道変位データも検
測することができます。
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